
事業期間 種別 事業の効果 事業評価 課名

■第１部

1 わくわく茨城生活実現事業 R6～R9年度 ソフト B 有効 計画推進課

2 デジタル技術を活用した移住促進事業 R6～R8年度 ソフト B 有効 計画推進課

3 プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業 R5～R9年度 ソフト B 有効 労働政策課

4 リスキリング推進事業 R5～R9年度 ソフト C 有効 産業人材育成課

5 高度IT人材等育成・新事業創出支援事業 R3～R7年度 ソフト B 有効 産業人材育成課

6 スタートアップ・エコシステム拠点都市推進事業 R3～R7年度 ソフト A 有効 技術革新課

7
続・ひたちなか大洗リゾート構想推進事業
～オンリーワンの稼げるリゾートを目指して～

R5～R9年度 ソフト B 有効 地域振興課

■第２部

8 いばらきサイクルツーリズム推進強化事業 R3～R7年度 ソフト B 有効 スポーツ推進課

9 いばらきネクストツーリズム推進事業 R7～R9年度 ソフト B 有効 観光戦略課

10 稼げるインバウンド茨城・誘客促進事業 R6～R8年度 ソフト A 有効 観光誘客課

11 植物園等魅力向上対策事業 R6～R7年度 拠点 ‐
(※1)

‐
(※1)

林政課

12 福祉相談AI活用事業 R7～R9年度 デジタル (※2) (※2)
福祉人材・指導課

13 AIを活用した児童相談窓口 R7～R9年度 デジタル (※2) (※2) 青少年家庭課
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事業名

※1　「11 植物園等魅力向上対策事業」は、施設の供用開始の延期によりR7年度において通年での実績測定ができなかったことから、
　　効果発現時期が未到来と判断し、事業の効果は「-」（効果の有無はまだ分からない）としている。
※2　デジタル実装型は、国の取扱い通知において、地方版総合戦略への記載が申請要件とされておらず、事業の効果区分等の判定は
　　求められていないことから、事業内容の効果検証のみ実施。

事
業
評
価

有効：本事業が総合戦略のKPI達成に向けて有効であった

無効：本事業が総合戦略のKPI達成に向けて有効でなかった

-   ：総合戦略のKPI達成に向けた本事業の効果の有無はまだわからない

事
業
の
効
果

A：地方創生に非常に効果的であった

B：地方創生に相当程度効果があった

C：地方創生に効果があった

D：地方創生に対して効果がなかった

- ：効果の有無はまだわからない
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